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実績と今後の取組 

市
町
村
へ
の
権
限
移
譲
等 

 

 

○ H22.3に各市町村毎にとりま
とめた「権限移譲実施計画
(案)(H22～24 計画)」に基づ
き、事務移譲を進めています。 
引き続き、市町村への権限移
譲が円滑に進むよう、人的支
援など環境整備や、他の市町
村の事務処理、広域による共
同処理状況の情報提供に努め
ます。 
 

○ 市町村への道路・河川の移譲
については、国の出先機関改
革等にあわせ、権限移譲に向
けた条件整理を行うととも
に、移管を希望する市町村と
の個別協議を進めます。 
 

大
阪
市
等
と
の
新
た
な
関
係
づ
く
り 

 

 

○ 平成 22 年度に開催した大阪
府自治制度研究会の委員に引
き続き、大都市制度検討アド
バイザーを委嘱し、大都市制
度検討アドバイザー会議を開
催しています。 
 

○ 大都市制度について、さらな
る議論が深まるよう国に対し
て働きかけるとともに、大都
市制度に関して意識を共有す
る自治体との連携を強化して
いきます。 
 

○ 「権限移譲実施計画」に準じ
た形で大阪市・堺市に権限移
譲を実施しました。権限移譲
について、引き続き協議を進
めます。 
 

○ 市町村長との「協議の場」の
次回開催に向けて、時期やテ
ーマ選定の調整のため、市長
会・町村会と調整します。 

 
○ 夢洲・咲洲地区活性化共同チ
ームにおいて、大阪ベイエリ
アにおける特区や規制緩和の
検討などを進めます。 

広
域
連
合
に
よ
る
取
り
組
み 

 

 

 

 

○ 昨年 12 月に関西広域連合が
設立され、まずは、防災や産
業、観光振興など７つの広域
的課題に関西全体として対応
していくための計画策定に取
り組んでいます。また、東日
本大震災等広域災害への支
援、関西のエネルギー問題へ
の対応についても、迅速に取
り組んでいます。 
 

○ 国出先機関の地方移管につい
ては、３機関（地方整備局、
経済産業局、地方環境事務所）
を関西広域連合に、権限・財
源・人員を丸ごと移管するよ
う求めていくことで決定しま
した。今後、国における検討
を踏まえ、移管を働きかけて
います。 

国
へ
の
提
案
・要
望 

 

 

  

 

 

 

 

 

 
○ 全国知事会等とも連携し、政
府の地域主権改革の推進に向
け、国の出先機関の原則廃止、
義務付け・枠付けの見直し、
補助金の一括交付金化等を進
めるよう、国に働きかけます。 

 

 

権限移譲について引き続き協議 

４月、８月 

地域主権一括法 
（第１次）成立 

施設の特性を考慮した、国、府、市町村の役割の
見直しのたたき台を策定の上、市町村への移管
及びこれに伴う財源措置等について検討 

地域主権戦略会議への参画 

4月 

市町村ごとの 
移譲計画を策定 

新潟県・新潟市・愛知県・名古屋市・大阪
府の知事・市長が集まり、「『大都市の自
立と自治』愛知宣言」を取りまとめ 

７月 

大阪市 １項目 
堺 市 ４項目 
の権限を移譲 

市町村長と
の政策協議
の場を開催 

大阪ベイエリアにおける活性化の検討 

市町村長との政策協議の場開催等による府市連携の取り組み 

平成２２年３月 

平成２２年度 

大阪市 10項目 
堺 市 7項目 
の権限移譲 

平成２２年７月 

5月 

計画に沿って事務移譲 

２府５県の参
加により設立 

平成２２年１２月 

協議の場等による地方分権の推進 
国と地方の協議の場に
関する法律成立 

４月 

地域主権一括法 
（第２次）成立 

8月 

地域主権戦
略大綱の 
閣議決定 

平成２２年６月 

出先機関原
則廃止アクシ
ョンプラン閣
議決定 

平成２２年１２月 

道路３路線を移管 

道路・河川等のさらなる移譲 平成２２年度 

平成２２年７月 

夢州・咲州地区 
活 性 化 共 同 
チームを設置 
 

国出先機関の丸ごと移管に向けた検討、国との協議 

大阪府自治
制度研究会
において、最
終報告とりま
とめ 

平成２３年１月 
大都市制度検討アドバイザー会議の開催 

豊中市の中核市移
行について府議会
において同意議決 

平成 24年 4月からの中核市移行に向け 
関係機関と調整 

関係自治体との連携強化 

広域的課題への対応 

道路６路線を移管 

H24.4 
移行 

国出先機関
対策委員会
を設置 


